
令和７年度 不動産コンサルティング技能試験 概要 

この試験は、不動産コンサルティング業務に必要な知識と応用能力について評価

することを目的としています。 

 

1. 試験形式 

試験は「択一式試験」と「記述式試験」の二部構成で実施されます。 

(1) 択一式試験 

形式: マークシート方式による四肢択一式問題 

問題数：全 50問 

試験時間: 2時間 

配点: 100点満点 

出題内容: 不動産コンサルティングに必要な基礎知識、専門知識、および一般

知識を問います。 

備考: 電卓の使用は認められません。 

(2) 記述式試験 

形式: 記述式問題 

問題数：必修科目 4問、選択科目 1問の計 5問 

試験時間: 2時間 

配点: 100点満点 

出題内容: 総合能力および応用能力を評価する問題で、計算問題（電卓使用

可）、空欄補充、５０～100字程度の簡潔な文章による解答を求め

る設問が含まれます。 



備考: 選択科目は、試験会場で配布される問題を確認し、その場で選択しま

す。 

(3) 合格基準 

• 択一式試験と記述式試験の合計 200点満点のうち、一定基準以上の得点

をもって合格とします。 

• 合格基準点は、年度によって変動します。 

 

2. 試験科目と必修・選択の区分 

 

 

3. 出題の基本方針 

• 試験問題は「令和７年度 不動産コンサルティング基本テキスト」（令和７年

6月発行）の内容を中心に出題されます。ただし、テキスト以外からの出題

も一部あります。 

• 出題範囲における法令は、令和７年 4月 1日現在で施行されているものに

よります。 

 

 

 

 

 

 

試験科目 択一式試験 記述式試験 

実務 

必修 

必修(２問) 

事業 必修（１問） 

経済 必修（１問） 

金融 選択 

税制 選択 

建築 選択 

法律 選択 

４科目から１科目選択（１問） 



4. 主な出題範囲 

各試験科目の主要な出題範囲は以下のとおりです。 （※下記に記載のない項目か

らも出題される場合があります。） 

 

令和６年度 不動産コンサルティング技能試験 

試験科目 内    容 

実  務 

○不動産コンサルティングの実務知識 

○不動産コンサルティングに係る適用事例 

（下記の「事業」の各項目や、他の試験科目の内容も含む総合的問題） 
 

事  業 

１．不動産コンサルティング業務の概要等 

（不動産コンサルティング制度検討委員会報告書に基づく内容等） 

（１）業務の種類、類型 

（２）報酬受領の要件（手続要件、内容要件） 

（３）報酬の考え方、算定方法 

（４）業務に関する倫理、コンプライアンス（法定資格士との関係等） 

２．不動産コンサルティング技能試験・登録制度 

（１）制度の概要、動向 

（２）関連法令・業務の動向 

   （不動産特定共同事業法・不動産投資顧問業登録規程の改正等） 

３．不動産コンサルティング業務の基本的な手順や業務項目 

（１）初動段階（相談受付、確認事項、業務委託契約書の項目、 

契約書作成の留意点等） 

（２）調査（物件調査、市場や事業環境の調査・分析等） 

（３）事業構想の策定（適正用途や規模の判定、事業手法の検討・選定等） 

（４）資金調達（手法、計画策定の留意点等） 

（５）概算事業収支計画（収支項目、事業採算の判定、収支改善の手法等） 

（６）企画提案書（基本的構成、作成上の留意点やチェックポイント等） 

４．個別の事業手法や関連業務等に関する事項 

（１）賃貸建物建設による土地有効活用（事業受託方式、事業の仕組み、留意点） 

（２）等価交換事業（契約方法、出資割合・交換比率・床面積配分等の計算等） 

（３）権利調整（固定資産の交換、貸宅地の整理、共有対策、物納対策等） 

（４）定期借地権・定期借家権（定期借地権の種類、成立要件、前払地代方式等） 

（５）テナント計画（物件種別ごとの計画策定のポイント等） 

（６）賃貸管理（ＡＭ・ＰＭ業務の概要、物件種別ごとの業務のポイント等） 

（７）不動産の証券化（基本的な仕組みや法制度、信託の仕組み、関連業務等） 

（８）不動産投資分析（リスクとリターン、利回りの種類や内容、ＤＣＦ法の内容等） 

（９）既存建物に関するコンサルティング（築古物件の課題、解決手法等） 

（10）相続対策提案（切り口やポイント、民法と相続税法の相違点、対策手法、 

民事信託やプライベート・カンパニーの活用等） 

（11）ＣＲＥ戦略（意義や背景、経営指標ＲＯＡ・ＲＯＥ等） 

（12）不動産M＆Ａ（意義、基本的な仕組み、留意点等） 
  



 

 

 

 

 

 

試験科目 内    容 

経  済 

１．経済の基本的な仕組み、動向 

（１）戦後から令和前までの日本の不動産経済 

（２）物価の決まり方、不動産価格への応用 

（３）国内総生産（ＧＤＰの定義、計算ルール、三面等価の原則、構成要素等）、 

景気の動きとその見方（景気循環の理論、景気の山と谷、各種の景気指標） 

（４）失われた 30 年（日本のバブルとバブル崩壊、世界金融危機とリーマンショッ

ク、デフレ経済とアベノミクス等） 

（５）消費動向、家計貯蓄率、企業の設備投資の動向、景気との関係等 

（６）雇用、賃金（労働需給、失業率、賃金動向、最近の雇用状況の特性等） 

（７）財政政策（財政の状況、プライマリーバランス、社会保障と税の一体改革等） 

（８）これからの産業構造の変化（ブロックチェーン、AI等） 

（９）海外との関係（為替レートの変動要因、円高・円安、輸出入、国際収支） 

（10）経済の国際化と不動産（マネー経済やグローバリゼーション、経済や不動

産市場の国際連動性） 

（11）人口減少と超高齢社会での不動産経済（人口減少と日本経済、人口減少と

不動産市場等） 

（12）その他の影響要因（ESG投資と SDGｓ、環境保全対策、土壌汚染地問題等） 

２．不動産の需給動向 

（１）土地の需給動向（土地政策、土地需給、地価動向等） 

（２）事務所・住宅の需給動向（住宅政策、需給動向、建築着工動向等） 

   住宅余剰と空家問題 

（３）不動産投資市場の動向（ESG 不動産投資の普及が不動産価格に与える影

響、Ｊ－ＲＥＩＴや海外不動産など内外の不動産投資市場の動向、不動産投資

市場の活性化に向けた政策等） 

３．経済現況や動向に関する公的資料の理解 

・経済財政白書、月例経済報告、日本経済レポート、世界経済の潮流、 

IMFや日銀の見通し 

・景気動向指数、日銀短観、経済・物価情勢の展望（展望レポート） 

・労働経済白書、高齢社会白書、土地白書、地価公示 等 

 



 

 

試験科目 内    容 

金  融 

１．金融の基本的な仕組み 

（１）金融市場（種類、機能、担い手等） 

（２）金利（種類、決まり方、債券価格や株価との関係等）、ファイナンス 

（３）国全体の資金の循環（資金循環統計、各主体の状況等） 

（４）金融政策（日本銀行の機能・役割、日本銀行による金融政策の変遷、金融政策

の効果の波及経路、金融システムの安定等） 

２．金融動向 

（１）金融制度（政策、背景としての金融自由化） 

（２）銀行の貸出動向、貯蓄動向、金融循環と金融脆弱性の点検 

（３）資金循環 

（４）為替 

（５）高齢者を取り巻く金融環境等 

３．金融商品のリスクとリターン 

（１）金融商品の特性、貯蓄と投資、リバース・モーゲージ等の特徴 

（２）金融商品と不動産（リスクプレミアム、投資選好） 

（３）信用格付（機能、利用時の留意点、公的規制） 

 

試験科目 内    容 

税  制 

１．不動産税務の基本 

（１）個人の所得税（所得の種類、不動産売買・賃貸の税務、損益通算等） 

（２）不動産の取引・保有に関連する税制 

・登録免許税、印紙税、不動産取得税、消費税 

・住民税、事業税、事業所税、固定資産税（償却資産に係るものを含む）等 

（３）法人税（計算の基本、損益の計上時期、繰越欠損金） 

（４）株式の売却・贈与時の税務 

（５）不動産の評価 

２．住宅に関する税務 

（１）住宅ローン控除 

（２）長期譲渡所得の軽減税率 

（３）居住用財産の買換え特例、譲渡損失の損益通算等 

３．不動産の有効活用に関する税務 

（１）固定資産の交換の特例（適用要件、交換差金） 

（２）特定の事業用資産の買換え特例、中高層耐火共同住宅建設の買換え特例 

４．不動産や事業の承継の税務 

（１）相続税・贈与税の基本（両者の関係、財産評価方法、計算の基本、物納） 

（２）相続時精算課税制度、贈与に関する優遇税制（住宅取得等資金、配偶者） 

（３）不動産を中心とした相続対策提案（小規模宅地等の評価減、資産組換え他） 

５．借地権の税務（設定・保有・譲渡・返還時の課税関係、定期借地権） 

６．不動産証券化の税務（Ｊ－ＲＥＩＴや匿名組合方式等の税務）、信託の税務 

７．税制改正 

 



 

試験科目 内    容 

建  築 

１．事業提案 

（１）事前調査（計画条件の把握、立地条件の確認：敷地、地盤、道路等） 

（２）事業費用の内容と算定 

２．事業構築 

（１）建築計画（配置計画、平面計画、建築ボリューム、デザイン等） 

（２）構造、設備、建築材料等（各工法・建築材料等の概要・特性、構造計算等） 

（３）確認申請手続き、図面の見方 

３．施工、工事管理（工事請負契約、工事の流れ） 

４．建物維持管理 

（１）維持管理（日常点検・法定点検等）、建物の修繕（修繕・改修方法等） 

（２）建築面からみた賃貸不動産の入居率アップ・空室対策 

５．既存建物の再活用（リノベーションやコンバージョンのチェックポイント等） 

６．最近の特徴的なテーマ 

（１）環境保全・省エネ対応（工法・設備、改修等） 

（２）法適合性チェック、安全性確保（耐震診断・耐震改修、防災等） 

（３）災害対策 

 



 

試験科目 内    容 

法  律 

＜Ａ．不動産に関する公法＞ 

１．土地利用や建築に関する規制法 

・都市計画法、建築基準法、都市再開発法、土地区画整理法 他 

２．最近の新設・改正法令 

・都市再生特別措置法 

・建築物省エネ法 

・盛土規制法 

・空家等対策の推進に関する特別措置法 

・二地域居住促進法 他 

＜Ｂ．不動産に関する私法、判例等（民法、借地借家法、消費者契約法 他）＞ 

１．成年後見制度（行為能力、制度の概要等）、任意後見制度 

２．代理（意義、復代理、無権代理・表見代理等） 

３．時効（意義、取得時効、消滅時効等） 

４．占有権（占有権の取得、占有訴権等） 

５．所有権（相隣関係、財産の所有者が不明な場合の各種制度等） 

６．共有（共有持分、共有物の分割等） 

７．抵当権、地上権、地役権 

８．各種の契約行為 

（１）契約の履行、弁済、契約解除 

（２）契約類型：売買、贈与、請負、委任、組合 

（３）契約不適合責任、損害賠償請求権 

９．借地借家（民法・借地借家法 他） 

（１）賃貸人の義務・賃借人の義務、借地権・借家権の譲渡・転貸、使用貸借等 

（２）地代・家賃増減請求、原状回復、正当事由等 

（３）定期借地権、定期借家権 

10．不法行為 

（１）意義、要件・効果 

（２）特殊な不法行為（使用者責任、工作物責任等） 

11．相続・遺言 

（１）相続（相続人の範囲と順位、相続分、相続の承認・放棄、遺留分） 

（２）遺言（遺贈、遺言の方式、遺言の撤回、遺言執行等） 

（３）配偶者居住権、相続登記の義務化他 

12．その他の不動産に関する私法等 

・消費者契約法、区分所有法、会社法 他 

 


